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新型コロナウイルス感染症対策に関する支援策一覧
支 援 策 対 象 概 要 問合せ先
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１ 特別定額給付金【国】
給 付 基準日(R2.4.27)

に住⺠基本台帳に
記載されている方

生活資金に
困っている

総務省

感染症の影響により
収入が減少した世帯

・据置期間や償還期限を延⻑した無利子・保証人不要の緊急小⼝資金等の特
例貸付を実施。

県・市町村社会
福祉協議会

３ 子育て世帯への臨時特別給
付金【国】

給 付 児童手当を受給する
世帯(0歳〜中学生が
いる世帯)

《調整中》
・臨時特別の給付金(一時金)として、対象児童一人につき1万円を上乗せ支給
する。

内閣府

４ 授業料減免【国】
その他 家計が急変した

家庭の学生
《調整中》
・国立大学、国立高等学校等が行う授業料減免を運営費交付金で支援。
・授業料減免等を実施した私立大学等に対しても、国が所要額の1/2を補助。

文部科学省

７ 新型コロナウイルス感染症
患者の入院医療費の公費負担

【国】

助 成

感染症にかかった方
《調整中》
・感染症法に基づき、感染者の⾃己負担をすべて公費負担とする(国3/4、県
1/4)。

厚生労働省

５ 住居確保給付金【国】
給 付 ・従来の離職、廃業後２年以内の者に加え、新型コロナ等の影響で、離職や

廃業と同程度の状況に至り、住居喪失又は住居喪失のおそれが生じている方
に対しても対象範囲を拡大。
・家賃相当額(例：県内町村における1人世帯の場合：上限29,000/月)を原則3
か月間支給（一定の求職活動を行う等の支給要件あり）。

社会福祉協議会等

６ 県営住宅による支援【県】
その他 ・県営住宅入居者及

び新規入居者
・居住する住宅から
の退去を余儀なくさ
れた方

・県営住宅の家賃の支払いが困難な場合、収入減少後の所得階層に見合った
家賃に減額。また、保証人が見つからない場合、保証人を免除。
・解雇等の理由により、住宅から退去を余儀なくされた方に対し、収入状況
に関わらず県営住宅を一時提供。

県住宅供給公社

新型コロナに
感染したら

1

《調整中》
・一律に国⺠一人あたり10万円を給付。郵送またはオンラインにより申請。
（補助率：国10/10）

給与等を得る機会が
当該個人の責に帰す
べき理由、当該個人
の都合によらないで
減少している方など

２ 生活福祉資金貸付制度
【社会福祉協議会】

貸 付

８ 国⺠健康保険料等の減免
【国】

その他 感染症の影響に
より一定程度収入
が下がった方

《調整中》
・国⺠健康保険、国⺠年金等の保険料の減免を行う。(減免の基準は今後通知) 各市町村

子どもがいる
方のために

・小学校・保育所等の臨時休業に伴い、子どもの世話を行うため、契約した
仕事ができなくなっている保護者に対する助成。
＜支給額＞4,100円/日(定額) R2.2.27〜6.30のうち就業できなかった日数

契約した仕事が
できなくなって
いる保護者

９ 小学校休業等対応支援金
【国】

給 付
厚生労働省
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10 納税猶予の特例【国】
その他 2月以降、売上が

減少(前年同月比
▲20％以上)した
すべての方

《調整中》
・無担保かつ延滞金なしで納税を猶予。基本的にすべての税が対象。

11 税務申告・納付期限の延⻑
【国】

その他 感染拡大により外出
を控えるなど期限内
の申告が困難な方

・申告所得税、個人事業主の消費税の締切りを、4月16日(木)まで延⻑しつつ、
4月17日(金)以降であっても柔軟に確定申告を受付け。

12 納税猶予の特例【県】
その他 《調整中》

・⾃動⾞税や不動産取得税について無担保かつ延滞金なしで納税を1年間猶予。 各県税事務所

14 占用料等納入猶予【県】
その他

納入が困難な方 ・道路、河川、砂防の占用料等について、納入が困難な方に対し、最⻑で1年
間納入を猶予し、猶予期間中の延滞金は免除。 各県土木事務所

納税等の特例

2月以降、収入が
減少(前年同月比
▲20％以上)し納付
が困難な方

13 ⾃動⾞税の軽減措置の延⻑
【県】

その他 《調整中》
・⾃動⾞税環境性能割の税率を1％軽減する措置を6月延⻑し、令和3年3月31
日までに取得したものを対象とする。

⾃動⾞税事務所⾃家用乗用⾞を
取得される方

15 使用料納入猶予【県】
その他 納入が困難な方 ・都市公園における公園施設の設置若しくは管理許可又は占用許可に基づく

使用料について、納入が困難な方に対し、最⻑で1年間納入を猶予。 各県土木事務所

感染拡大を
防ぐために

16 新型コロナウイルス感染症
拡大防止協力金【県】

給 付 ・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、県の要請や協力依頼に応じて、
施設の使用停止や営業時間短縮（食事提供施設に限る）に全面的に協力する
事業者に対し支給。
＜支給額＞1事業者あたり50万円

県商工労働部

17 従業員等の感染により一時的
に閉鎖した事業所等への支援

【県】

給 付
従業員が感染して
一時的に閉鎖した
事業所等

《専決予算対応》
・感染拡大を防ぐため消毒に要する経費を給付。
＜支給額＞閉鎖期間1日〜13日：1件あたり一律25万円

閉鎖期間14日以上 ：1件あたり一律50万円
県商工労働部

県の要請や協力依
頼に応じて、施設
の使用停止等に全
面的に協力する事
業者

・感染症対策のため、テレワークの新規導入に取り組む中小企業事業主に対
する助成。
＜支給額＞対象経費の合計額×1/2(上限額100万円)

《専決予算対応》
・国の働き方改革推進支援助成金を活用し、テレワークを新規で導入する中
小企業者に対し、県独⾃の上乗せ支援を実施（助成率：国助成額と同額）。

18 働き方改革推進支援助成金
（テレワーク新規導入）

【国・県】

国：補助

中小企業事業主

厚生労働省

県商工労働部

県：給付
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従業員を休業
させたい

19 雇用調整助成金 【国・県】
補 助

労働者を一時休業、
教育訓練又は出向を
行うことで、労働者
の雇用の維持を図っ
た事業者

・休業手当、賃金等の一部を助成。
・緊急対応期間(4/1〜6/30)は助成率を中小企業4/5、大企業2/3、解雇等を行
わない場合は、中小企業9/10、大企業3/4に引上げ。
・雇用保険被保険者でない非正規雇用者も対象とする等の拡充。

厚生労働省

《調整中》
・国の雇用調整助成金の拡大に加えて、さらに事業主の負担を軽減するため、
市町村が助成金の上乗せ支援をする場合に、市町村の助成額の1/2を助成。

県商工労働部

20 離職者雇用企業給付金【県】
給 付

中小企業事業主
《調整中》
・就労の機会を失った求職者を正社員として雇用した事業者に対して助成
（1人あたり60万円）。

県商工労働部

21 外国人材受入れ支援事業費
補助金【県】

補 助

監理団体等
《専決予算対応》
・園芸産地等について、技能実習生等の受け入れを行う監理団体と海外を結
ぶWEB面接に必要な機器導入経費等を支援。
・補助対象：WEB面接実施に必要な機器導入等経費、補助率：1/2以内

県農政部

新たに従業員
を雇いたい

3

子どもがいる
従業員のために

・小学校・保育所等の臨時休業に伴い、小学校等に通う子の保護者である労
働者に対し、労基法の年次有給休暇とは別途、有給休暇を取得させた企業に
対し助成。
＜支給額＞対象労働者の日額換算賃金額×有給日数

有給休暇を取得
させた企業24 小学校休業等対応助成金

【国】

補 助
厚生労働省

・感染症に関連した病気休暇や、子どもの休校・休園に関する特別休暇制度
の整備等に取り組む中小企業主に対する助成。
＜支給額＞対象経費の合計額×3/4(上限額50万円)

特別休暇制度の
整備等に取り組む
中小企業主

25 働き方改革推進支援助成金
（時間外労働等改善）【国】

補 助
厚生労働省

《調整中》
・感染症の影響による入国制限等により、外国人技能実習生等が確保できな
い生産者を支援。
・補助対象：人材確保に伴う賃金や交通費など掛かり増し経費
・補助率：定額 ※上限あり

農林水産省
技能実習生等を
確保できない
生産者

22 農業労働力確保緊急支援事業
【国】

補 助

《調整中》
・人手不足が深刻化する品目・地域を対象に、スマート農業技術の現場への
導入・実証（農業高校等との連携など別途取組み必要）
・補助対象：省力化スマート農業技術の導入経費
・補助率：定額 ※上限あり

農林水産省人手不足の生産者
23 労働力不足の解消に向けた

スマート農業実証【国】

補 助
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30 生産性革命推進事業の拡充

【国】

補 助 中小・小規模事業者、
フリーランスを含む
個人事業者等
(資本金10億円以上
の大企業を除く)

《調整中》
・感染症の影響を乗り越えるために前向きな投資を行う事業者向けに、「生
産性革命推進事業」における各補助事業の補助率又は補助上限を引き上げた
「特別枠」を設置。
・ものづくり補助金：補助率1/2→2/3、持続化補助金：補助上限50万円
→100万円、IT導入補助金：補助率1/2→2/3

経済産業省

31 JAPANブランド育成支援等
事業【国】

補 助 《調整中》
(1)事業者支援型
・中小企業・小規模事業者が市場ニーズに合致した商品・サービスを開発し、
新市場への販路開拓を目指す取組みの費用を補助。
・補助上限額：500万円（1事業者あたり）、補助率：2/3以内
(2)支援事業型
・⺠間支援事業者や地域の支援機関等が、地域産品を活用した新商品の開
発・商品のブランド化等に取り組む中小企業・小規模事業者に対して、市場
調査や商品のプロモーション活動等の支援を行う際の費用を補助。
・補助率：2/3以内、補助上限額：2,000万円

中小企業庁中小・小規模事業者
等

前向きな
投資をしたい

経営を
建て直したい

《調整中》
・売上が前年同月比で50％以上減少している者。
・前年の総売上(事業収入)ー(前年同月比▲50％月の売上×12か月)の算出方法
により、法人は200万円以内、個人事業者等は100万円以内を支給。

経済産業省中小・小規模事業者
等26 持続化給付金【国】

給 付

《専決予算対応》
・感染症の影響を受けた県内に主たる事務所を有する小規模事業者に対し、
業態転換など、事業の継続に向けた取組みを支援する補助制度を創設。
・補助率2/3、補助上限150万円

県商工労働部小規模事業者27 新型コロナウイルス感染症
対応事業者応援補助金【県】

補 助

《調整中》
・感染症の影響により、肉用子牛の出荷の停滞が懸念されるため、計画出荷
に係る掛かり増し経費を支援。
・補助対象：計画出荷に係る掛かり増し経費（飼料費等）、補助率：定額

農林水産省畜産農家
（肉用子牛生産）

28 肉用子牛流通円滑化緊急対策
【国】

補 助

《調整中》
・感染症の影響による国内外の需要減少により経営悪化が懸念されるため、
経営体質の強化に向けた取組みを支援。
・補助対象：経営体質強化に資する取組みに係る経費
・補助率：定額（1頭あたり2万円）

農林水産省畜産農家
（肥育牛生産）

29 肥育牛経営等緊急支援特別
対策事業 【国】

補 助

《調整中》
・外食需要等に伴う価格下落等の影響を受けた野菜、花きなどの生産者の次
期作に向けた前向きな取組みを支援。
・補助対象：作型転換に必要な種苗購入費など

補助率：定額（10aあたり５万円）

農林水産省生産者
（野菜、花きなど）

32 高収益作物次期作付支援
交付金【国】

補 助
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事

業

者

向

け

事

業

継

続

・売上げ等が減少している中小企業者の資金繰りを支援。
＜融資条件＞融資限度額：運転・設備8千万円

償還期間：運転7年以内、設備10年以内
融資利率：年1.0％、信用保証料負担：年0.5％

県商工労働部中小・小規模事業者33 新型コロナウイルス感染症
対策資金【県】

貸 付

売上等が減少して
いる中小・小規模
事業者

《専決予算対応》
・市町村⻑からセーフティーネッ ト保証４号、５号、危機関連保証のいずれ
かの認定を受けた事業者等に対し、実質無利子無担保で融資を受けることが
できる県の制度融資を創設。
＜融資条件＞融資限度額：3千万円（無担保）

償還期間：10年以内（据置5年以内）
融資利率：年1.4%

県商工労働部

35 新型コロナウイルス感染症
対応資金【県】

貸 付

資金繰りの
ため融資等
を受けたい

事業継承する第三者
《調整中》
・感染症の影響により廃業等経営の危機に直面する事業所に対して、創業を
希望する第三者とのマッチングにより事業承継を支援する補助制度を創設。

県商工労働部36 第三者事業承継支援事業費
補助金【県】

補 助

・売上げ等が減少している中小企業者の資金繰りを支援。
＜融資条件＞融資限度額：運転・設備1億円

償還期間：運転7年以内、設備10年以内
融資利率：年1.0％、信用保証料負担：年0.6％

県商工労働部中小・小規模事業者34 危機関連対応資金【県】
貸 付

・直近の売上が前年より５％以上減少した小規模事業者等に対し、通常の融
資枠とは別枠で無担保・無保証人による貸付を実施。
・信用力や担保に依らず一律金利とし、融資後の3年間まで0.9％の金利引下
げを実施。据置期間は最⻑5年。

日本政策金融公庫売上が一定程度
減少した事業者

37 新型コロナウイルス感染症
特別貸付【日本政策金融公庫】

貸 付

・「売上が５％以上減少」といった数値要件にかかわらず、今後の影響が見
込まれる事業者も含めて対象とした融資制度。 日本政策金融公庫経営状態が悪化

した事業者
38 経営環境変化対応資金

（セーフティネット貸付）
【日本政策金融公庫】

貸 付

・直近の売上が前年より10％以上減少した生活衛生関係営業者等に対し、
(１)旅館業者:融資限度額 3,000万円、償還期間 7年以内、融資利率 年1.91％
(２)旅館業以外:融資限度額 1,000万円、償還期間 7年以内、融資利率 年1.91％

日本政策金融公庫売上が一定程度減少
した事業者40 衛生環境激変特別貸付（特

別貸付）【日本政策金融公庫】

貸 付

・直近の売上が前年より５％以上減少した小規模事業者に対し、通常の融資
枠とは別枠で貸付(融資後3年間まで金利0.9％引下げ)。

各商工会議所・
商工会

売上が一定程度
減少した事業者

39 マル経融資（小規模事業者
経営改善資金）

【日本政策金融公庫】

貸 付

5



支 援 策 対 象 概 要 問合せ先

事

業

者

向

け

事

業

継

続

資金繰りの
ため融資等
を受けたい

6

・経営の維持安定が困難な林業、木材産業運営者に対する貸付。
・債務保証の当初5年間の保証料免除、補償限度額 8,000万円

（独）農林漁業
信用基金林業・木材産業運営者42 林業・木材産業災害復旧対策

保証【（独）農林漁業信用基金】

貸 付

・事業を継続することが困難な社会福祉施設等の運営事業者に対し、通常より
も有利な条件で貸付。
・貸付利率：当初5年間 3,000万円まで無利子、3,000万円超の部分は0.2％、
6年目以降0.2％

（独）福祉医療
機構

社会福祉施設等の
運営事業者

43 社会福祉施設等に対する融資
【（独）福祉医療機構】

貸 付

＜保証4号＞
・直近の売上が前年より20％以上減少した事業者等に対して、通常の保証枠と
は別枠で、2.8億円まで借入債務を100％保証。
＜保証5号＞
・感染症の影響が生じている対象業種で、直近の売上が前年より5％以上減少
した事業者等に対して、通常の保証枠とは別枠で、2.8億円まで借入債務を
80％保証。

信用保証協会売上が一定程度減少
した事業者

44 セーフティネット保証
【信用保証協会】

貸 付

・資金繰りに著しい支障を来している農林漁業者に対し、経営の維持安定に必
要な⻑期運転資金を貸付。
・利率：貸付当初5年間実質無利子、実質無担保、貸付限度額 1,200万円 等

日本政策金融公庫農林漁業者41 農林漁業セーフティネット
資金【日本政策金融公庫】

貸 付

・直近の売上が前年より15％以上減少した事業者等に対して、通常の保証枠
及びセーフティネット保証の保証枠とは更に別枠で、2.8億円まで借入債務を
100％保証。

信用保証協会売上が一定程度
減少した事業者45 危機関連保証【信用保証協会】

貸 付

・直近の売上が前年より5％以上減少した事業者等に対する資金繰り支援とし
て、信用力や担保に依らず一律金利とし、融資後の3年間まで0.9%の金利引下
げを実施（据置期間は最⻑5年）。

商工組合中央金庫売上が一定程度
減少した事業者46 危機対応融資

【商工組合中央金庫】

貸 付

・直近の売上が前年より5％以上減少した事業者等に対して、資金繰り支援を
実施。
・貸付期間：設備20年以内、運転15年以内（据置期間：5年以内）

商工組合中央金庫売上が一定程度
減少した事業者

47 危機対応融資
【日本政策投資銀行・商工組合中央

金庫】

貸 付



支 援 策 対 象 概 要 問合せ先

事

業

者

向

け

事

業

継

続
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納税等の特例

48 固定資産税等の軽減【国】
その他

49 納税猶予の特例【国】
その他

50 納税猶予の特例【県】※再掲
その他

52 占用料等納入猶予【県】
※再掲

その他

2月以降、収入が
減少(前年同月比
▲20％以上)し納
付が困難な事業者

・2020年2月〜10月までの任意の3か月間の収入の対前年同期減少率が30％以
上の事業者が対象。
・事業者の保有する設備や建物等の2021年度の固定資産税及び都市計画税を、
事業収入の減少幅に応じ、ゼロ又は1/2とする。

売上が一定程度
減少した事業者

《調整中》
・無担保かつ延滞金なしで納税を猶予。法人税、固定資産税など、基本的に
すべての税が対象。

2月以降、売上が
減少(前年同月比
▲20％以上)した
すべての事業者

《調整中》
・無担保かつ延滞金なしで納税を1年間猶予。地方法人2税、個人事業税、⾃動
⾞税など基本的にすべての税が対象。 各県税事務所

・道路、河川、砂防の占用料等について、納入が困難な法人に対し、最⻑で1
年間納入を猶予し、猶予期間中の延滞金は免除。 各県土木事務所納入が困難な法人

51 ⾃動⾞税の軽減措置の延⻑
【県】 ※再掲

その他 ⾃家用乗用⾞を
取得される方

《調整中》
・⾃動⾞税環境性能割の税率を１％軽減する措置を6月延⻑し、令和3年3月31
日までに取得したものを対象とする。

⾃動⾞税事務所

53 使用料納入猶予【県】 ※再掲
その他 ・都市公園における公園施設の設置若しくは管理許可又は占用許可に基づく使

用料について、納入が困難な方に対し、最⻑で1年間納入を猶予。 各県土木事務所納入が困難な法人



 

自宅で楽しむ文化芸術（＃Museum From Home） 

 

美術館等に足を運ばず、自宅に居ながらにして誰もが優れた文化芸術

を楽しむことができるよう、インターネット等（YouTube、各施設の HP、

SNS）を活用して、下記の取組みを行う。 

 

【取組内容】 

①岐阜新聞とのタイアップ企画「県美は、今」 

・県美術館の収蔵作品等を新聞紙面とそれに連動した動画で紹介 

（4/22(水)～  毎週水・土曜日 全 14 回） 
 

②県図書館 HPへの「在宅勤務」「おうちで学習」に役立つ特設応援ペー 

ジ開設（4/25(土)～） 

 (1) 在宅勤務関係（大人向け） 

  ・調べもの相談：電話、メール等で資料を探すお手伝い 

 (2) おうちで学習関係（子ども向け） 

  ・家庭でできる地図学習の方法等を紹介    等 
 

③障がい者アート作品のＷｅｂ展覧会 

（4/25(土)～ 県教育文化財団 HPにて） 
 

④文化芸術を楽しむ動画コンテンツの配信（４月下旬～ 随時） 

・サイエンスワールドにおける工作や科学実験ショー 

・高山陣屋の施設探検    等 

 資料７  



 
 

令和２年４月２３日（木） 岐阜県発表資料 
担 当 課 担 当 係 担 当 者 電話番号 

人事委員会事務局職員課 任用係 鈴木 
野田 

内線 3256 
直通 058-272-8796 
FAX 058-278-2826 

 

岐阜県職員採用短大・高校卒程度試験「事務（新型コロナ

ウイルス離職者等）」の実施について 
 

新型コロナウイルスの影響を受け離職を余儀なくされた方等を対象とした岐阜県職員採用短大・高校 

卒程度試験を実施します。 

 

記 

 

１ 試験名、試験区分、採用予定人員及び受験資格 

 

試  験  名 試 験 区 分 採 用 予 定 人 員 受  験  資  格 
 

 

 

短大・高校卒程度試験 

 

 

事務（新型コロ

ナウイルス離職

者等） 

 

 

 

５ 人 程 度 

次のすべて要件を満たす者 

一 令和２年４月１日現在で 

１８歳以上３９歳未満の者 

 二 令和２年２月１日以降に 

新型コロナウイルスの影響 

を受け離職を余儀なくされ 

た者又は企業から採用の内 

定を取り消された者 

  

２ 第１次試験実施日 

  令和２年６月１４日（日）午前９時から午後２時まで 

 

３ 申込受付期間 

  令和２年４月２７日（月）午前８時３０分から５月１８日（月）午後５時１５分まで 

（土曜日、日曜日、及び祝日は除く） 

  ※郵送の場合は、令和２年５月１８日（月）までの消印有効 

 

４ 採用予定日 

  令和２年９月１日 

 

５ お問い合わせ先 

岐阜県人事委員会事務局 職員課 任用係（岐阜県庁５階） TEL 058-272-8796 

◇岐阜県職員採用に関する詳細は、岐阜県庁ホームページ「岐阜県職員採用」を参照してください。 

https://www.pref.gifu.lg.jp/kensei/jinji/saiyo-joho/ 

岐阜県職員採用  検索 

 資料８  
 

https://www.pref.gifu.lg.jp/kensei/jinji/saiyo-joho/


 

 

県職員による地域の飲食業者応援について 

 

１ 目 的 

  ４月１８日からの時間短縮等の要請に協力することにより、経営に影響の出ている
地域の飲食業者を、県職員個々人の立場からも支援する 

 
２ 応援内容 

  テイクアウト・弁当宅配を行っている飲食業者を募集。その情報を職員専用電子掲
示板に掲出し、職員に対し利用を呼び掛ける。 

 
３ 募集の対象となる事業者 

県からの時間短縮等の協力要請に応じた飲食業者で、テイクアウト・弁当宅配の許
可を得て営業を行っている者 

 
４ 募集方法等（予定） 

募集開始： 令和２年４月２３日（⽊）〜 
応募方法： 県ＨＰに作成した応募用フォームから申し込み 

 
５ 職員への周知方法等（イメージ） 

   

 

 
   

※職員個人が『注文方法』を確認
し注文します。 

職員専用掲示板 

 ○・・・・・ 
 ○県職員による飲食業者応援 
 ○・・・ 

 資料９  



 
         

令和２年４月２３日（木）岐阜県発表資料 
担当課 担当係 担当者 電話番号 

農産物流通課 地産地消係 東・上野 
内線 2854 
直通 058-272-8417 
FAX  058-278-2682 

 

ネット販売を通じた県産農産物の販売支援を行います 

 

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けている県産農産物の生産者を応援するため、

「観光・食・モノ」情報発信拠点「GIFTS PREMIUM」のオンラインショップにおいて、自

宅でも注文可能なネット販売キャンペーンを行います。 

その第１弾として、明日４月２４日より飛騨牛の割引販売を実施します。 

割引販売による通常価格との差額、送料については県で支援いたします。 

なお、取扱商品につきましては、県産花きや精米など随時増やしてまいります。 

 

記 

 

１．実施時期  令和２年４月２４日（金）～６月末まで 

         

２．飛騨牛割引販売の内容 

 通常店頭販売価格の２割引、送料無料 

 

 

 

 

 

 

         

３．注文方法  GIFTS PREMIUM オンラインショップ専用ホームページから購入 

アドレス https://giftspremium.jp/ 

 

４．その他  第２弾として、花きの販売を今月末から実施します。内容は、別途お知ら

せします。 
 
 
 

商品名 
特別販売価格 

（税抜） 

通常店頭販売価格 

（税抜） 

飛騨牛サーロイン 

(ステーキ用 200g×2 枚) 

6,400 円 

(送料無料) 
8,000 円 

飛騨牛肩ローススライス 

(すき焼き、しゃぶしゃぶ用 500g) 

4,000 円 

(送料無料) 
5,000 円 

 資料 10  

https://giftspremium.jp/


 
 
 
 
 
 
 

※「ＧＩＦＴＳ ＰＲＥＭＩＵＭ（ギフツプレミアム）」とは 

〇平成30年度まで設置していたアンテナショップ「ジ・フーズ」に、県の観光案内所「飛騨・

美濃観光名古屋センター」と、県への移住相談所「清流の国ぎふ 移住・交流センター」を集

約し、岐阜県の「観光・食・モノ」の魅力を一体的にＰＲする新たな情報発信拠点として、

平成31年4月にリニューアルオープン。 

〇岐阜県が誇る農産物や食品、モノの販売の他、地域の魅力と合わせた情報発信やイベント等

を実施。 

○住 所：名古屋市東区東桜一丁目11-1 オアシス２１内 

 ＴＥＬ：０５２－２５３－８５５０ 

〇「GIFTS PREMIUM」へのアクセス（電車） 

・名古屋駅から地下鉄東山線で栄駅下車 ４番出口 

 ・金山駅から地下鉄名城線で栄駅下車 

 


